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「副業・兼業の促進に関するガイド

ライン Q&A」の改訂版が公表され

ました  

◆改訂の経緯  

 平成 30 年１月に厚生労働省より「副

業・兼業の促進に関するガイドライン」

（以下、「ガイドライン」という）が公表

されました。  

令和２年９月にガイドラインは改定さ

れていましたが、今年７月、ガイドライ

ンＱ＆Ａの改訂版が公表されました。  

◆ガイドラインＱ＆Ａの改定内容  

 このガイドラインＱ＆Ａは、労働時間

管理等、健康管理、労災保険の給付につ

いて９個のＱ＆Ａで構成されていました

が、改訂版では 28 個に増え、より具体

的かつ網羅的に解説されています。  

 特に、実務上疑問の声が多い労働時間

管理については、自社と副業先で従事す

る業務に適用される労働時間制度が異な

る場合（変形労働時間制、裁量労働制、

フレックスタイム制など）における通算

の考え方や、法定休日、１週間単位での

通算の仕方について等の考え方も明記さ

れています。  

 また、ガイドラインで示している簡便

な労働時間管理の方法（管理モデル）を

導入する場合の労働時間の管理や、時間

外労働の上限規制の遵守、割増賃金の支

払いについても解説されています。  

  

【参考】厚生労働省「「副業・兼業の促進

に関するガイドラインＱ＆Ａ」PDF 

https://www.mhlw.go.jp/content/1

1200000/000473062.pdf 

雇用保険の高年齢被保険者の特例と

は？  

 雇用保険法等の一部を改正する法律

（令和２年法律第 14 号）により、高年

齢被保険者の特例に関する規定が令和４

年１月１日から施行されます。  

◆現行制度  

雇用保険法（昭和 49 年法律第 116

号）６条１項１号において「１週間の所

定労働時間が 20 時間未満である者」に

ついては、雇用保険法の適用除外となっ

ています（１事業所で週所定労働時間が

20 時間以上の者は適用）。複数の事業所

で就労する場合は、それぞれの事業所ご

とに適用要件を判断、労働時間は合算し

ません。  

◆高年齢被保険者の特例とは  

令和４年１月１日より、複数の事業主

に雇用される  65 歳以上の労働者につ

いて、本人の申出を起点に、２つの事業

所の労働時間を合算して、「週の所定労働

時間が 20 時間以

上である」ことを

基準として雇用

保険が適用され

ることになります。  

◆制度の対象者（高年齢被保険者）とな

るための要件  

要件は次のとおりです（雇用保険法

37 条の５第１項各号）。  

①  ２つ以上の事業主の適用事業に雇用

される 65 歳以上の者  

②  上記①のそれぞれ１つの事業主の適

用事業における１週間の所定労働時間が

20 時間未満  
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③  上記①のうち２つの事業主の適用事

業（申出を行う労働者の１週間の所定労

働時間が５時間以上であるものに限る）

における 1週間の所定労働時間の合計が

20 時間以上  

◆高年齢被保険者の特例の申出  

高年齢被保険者の特例の申出は、当該

申出を行う者の氏名、性別、住所または

居所および生年月日、当該申出に係る事

業所の名称および所在地、当該申出に係

る適用事業における１週間の所定労働時

間などを記載した届書に労働契約に係る

契約書、労働者名簿、賃金台帳等を添え

て、管轄公共職業安定所の長に提出する

ことによって行うものとされています。  

 資格取得の場合は申出の日に被保険者

の資格を取得します。  

◆事業主の留意点  

事業主は、高年齢被保険者の特例の申

出を行おうとする者から当該申出を行う

ために必要な証明を求められたときは、

速やかに証明しなければなりません。ま

た、事業主は、労働者が申出をしたこと

を理由として、労働者に対して解雇その

他の不利益な取扱いをしてはなりません。 

 

厚生労働省が「無期転換ルール」で

初の実態調査結果を公表  

◆「無期転換」について初の調査  

厚 生 労 働 省

は、有期契約労

働者の 契約更

新が通 算５年

を超え ると無

期契約を申し込める権利が発生する「無

期転換ルール」（2013 年４月施行の改

正労働契約法により新設）の実態を初め

て明らかにしました。調査は、昨年４月

時点で５人以上を雇用している企業

5,662 事業所と、今年１月時点での労働

者 6,670 人に対してそれぞれ行われた

ものです。  

◆約３割が無期転換申込権を行使  

 調査結果によると、有期契約労働者を

雇用している事業所の割合は 41.7％で

した。そのうち、2018～2019 年度に

無期転換ルールによる無期転換を申し込

む権利が生じ、その権利を行使した人の

割合は 27.8％、無期転換を申し込む権

利を行使せず継続して雇用されている人

の割合は 65.5％でした。また、無期転

換を申し込む権利を行使した人の割合を

事業所の規模別にみると、従業員数が多

い事業所になるほど、無期転換の権利を

行使する割合が高くなっています。  

◆無期転換を希望しない理由は？  

 無期転換を希望する理由は、「雇用不安

がなくなるから」が最も高く、「長期的な

キャリア形成の見通しや、将来的な生活

設計が立てやすくなるから」などが続い

ています。また、希望しない理由は、「高

齢だから、定年後の再雇用者だから」が

最も高く、次いで「現状に不満はないか

ら」、「契約期間だけなくなっても意味が

ないから」となっています。  

◆４割が「無期転換ルール」を知らない  

 「無期転換ルールという名称は聞いた

ことがある」と回答した人は 17.8％、「無

期転換ルールについては何も知らない・

聞いたことがない」が 39.9％と、４割

の人が制度そのものを知らないことがわ

かりました。  

 無期転換ルールが新設されて８年が経

ちますが、制度について十分に認知され

ているとは言えないのが現状です。厚生

労働省では３月から、無期転換ルールの

見直しをテーマとする検討会が始まり、

議論を重ねています。有期契約労働者と

企業がお互いにルールの内容を理解し、

ルールが適切に運用されることが望まれ

ます。  

【参考】厚生労働省「令和２年有期労働

契約に関する実態調査（事業所調査）」

PDF 

https://www.mhlw.go.jp/toukei/list

/dl/172-2a-3.pdf 

同「令和３年有期労働契約に関する実態

調査（個人調査）」PDF 

https://www.mhlw.go.jp/toukei/list

/dl/172-3a-3.pdf 
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